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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 (1）連結経営指標等

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 21,917 25,496  25,561  23,572  28,320

経常利益（百万円） 3,283 2,722 1,270 2,570 3,144

当期純利益（百万円） 1,805 1,757 359 2,291 1,812

包括利益（百万円） － － － － 1,658　

純資産額（百万円） 14,914 16,044 15,647 17,603 18,615

総資産額（百万円） 33,673 35,581 37,089 36,679 39,717

１株当たり純資産額（円） 1,161.321,267.381,242.281,400.231,488.67

１株当たり当期純利益金額

（円）
146.83 142.93 29.19 186.32 147.36

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 42.4 43.8 41.2 47.0 46.1

自己資本利益率（％） 13.2 11.8 2.3 14.1 10.2

株価収益率（倍） 26.2 16.5 63.1 21.3 22.2

営業活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
3,535 3,607 3,941 5,954 3,664

投資活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△6,115 △3,981 △2,298 △2,428 △2,408

財務活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
2,530 974 3,115 △4,365 △30

現金及び現金同等物の

期末残高（百万円）
901 1,479 6,182 5,284 6,426

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)

（人）

611

(44)

672

(47)

680

(69)

703

(56)

720

(59)

　（注）１．連結売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していません。
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 (2）提出会社の経営指標等

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 17,788 20,113  19,858  18,210  21,452

経常利益（百万円） 2,429 1,864 801 1,431 2,380

当期純利益（百万円） 1,237 1,178 20 1,491 1,315

資本金（百万円） 3,180 3,180 3,180 3,180 3,180

発行済株式総数（千株） 12,300 12,300 12,300 12,300 12,300

純資産額（百万円） 13,768 14,502 14,264 15,344 16,163

総資産額（百万円） 23,295 24,858 27,679 27,702 30,851

１株当たり純資産額（円） 1,119.431,179.121,159.731,247.591,314.17

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

33.00

(14.00)

33.00

(14.00)

33.00

(14.00)

37.00

(15.00)

38.00

(17.00)

１株当たり当期純利益金額

（円）
100.64 95.82 1.70 121.23 106.97

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 59.1 58.3 51.5 55.4 52.4

自己資本利益率（％） 9.2 8.3 0.1 10.1 8.4

株価収益率（倍） 38.2 24.6 1,082.9 32.8 30.6

配当性向（％） 32.8 34.4 1,941.2 30.5 35.5

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)

（人）

171

(15)

195

(17)

212

(35)

217

(21)

239

(28)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していません。
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２【沿革】

　大正５年大阪府堺市において、橋本治三郎が橋本升高堂製薬所を個人創業し、硫酸塩を製造しました。

　その後、事業を継承する形で、当社の前身となる合名会社橋本製薬所を昭和９年に設立しました。

年月 沿革

昭和19年２月 合名会社橋本製薬所の事業を継承するため、資本金40万円で橋本化成工業株式会社(大阪府堺市少

林寺町西四丁24番地)設立。

昭和20年11月少林寺工場(大阪府堺市)で硫酸銅の生産再開。

昭和31年12月三宝工場(大阪府堺市)を再開。フッ化水素酸設備を増設。

昭和36年４月 三宝工場にフッ化水素酸、フッ化アルミニウム、その他フッ化物設備を増設。

昭和38年７月 三フッ化ホウ素ガスの国産企業化に成功。

昭和45年７月 大阪府より泉北４区臨海工業地24,838㎡の譲渡を受け、泉工場(大阪府泉大津市)を設置。

昭和46年２月 三宝工場に乾式フッ化アルミニウム製造設備完成。

昭和48年５月 少林寺工場設備を泉工場に移設統合。

昭和59年９月 三宝工場内に、半導体用高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅰ)完成。

昭和62年４月 研究開発用高純度フッ化物クリーンプラント完成。

平成２年７月 本社を大阪市西区西本町二丁目３番６号に移転。

社名を橋本化成株式会社に変更、マーク・ロゴも変更。

平成２年10月 三宝工場内に、半導体用超高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅱ)完成。

平成３年６月 運輸部門を分離独立し、100％子会社ブルーエキスプレス株式会社を設立。

平成４年３月 アルミニウム合金製造停止。

平成５年10月 100％子会社ブループランニング株式会社を設立。損害保険代理業を開始。

平成６年11月 韓国に合弁会社フェクト株式会社を設立(出資比率39％)。

平成８年11月 泉工場内に、六フッ化リン酸リチウムの新プラント工場を完成。

平成９年３月 三宝工場内に、新事務棟・研究所を完成。

平成９年７月 社名を橋本化成株式会社よりステラケミファ株式会社に変更。

平成10年８月 三宝工場内に、フィルタープレス設備完成。

平成10年10月泉工場内に、フッ化カリウムの新プラント工場(２号機)を完成。

平成11年４月 三宝工場内に、半導体用超高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅲ)完成。

平成11年10月大阪証券取引所市場第二部に上場。

平成12年７月 自動車整備業の高石興生自動車株式会社に資本参加し、100％子会社(間接)とする。

平成12年10月東京証券取引所市場第一部および大阪証券取引所市場第一部に上場。

平成13年１月 シンガポールに100％子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD を設立。

平成13年４月 高石興生自動車株式会社とブループランニング株式会社が合併し、ブルーオートトラスト株式会

社となる。

平成14年10月ブルーエキスプレス株式会社がシンガポールに100％子会社STELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE 

LTD を設立。

平成14年12月中国に合弁会社浙江瑞星フッ化工業有限公司(当社出資比率55％)を設立。

平成16年11月ブルーエキスプレス株式会社が中国に100％子会社星青国際貿易(上海)有限公司を設立。

平成18年６月 三宝工場隣接地（22,166㎡）を昭和電工株式会社より取得。

平成19年６月 100%子会社ステラファーマ株式会社を設立。BNCT事業を本格化。

平成19年９月 三宝工場内に、半導体用超高純度フッ化水素酸クリーンプラント（PAS-Ⅳ）完成。

平成20年３月 ブルーエキスプレス株式会社が中国に100％子会社青星国際貨物運輸代理（上海）有限公司を設

立。

平成20年７月 100%子会社ステラグリーン株式会社を設立。アグリ事業へ参入。

平成21年10月　アライズ・コーポレート株式会社を買収(100％子会社化）。蓄光事業へ参入。

平成22年４月　 100%子会社コスメドステラ株式会社設立。同年５月ステラファーマ株式会社よりコスメティック

事業を譲渡。　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社12社および関連会社１社で構成され、高純度薬品の製造、仕入、販売を主な内容と

している他、運輸事業等を行っています。

　当社グループの事業に係わる位置付け、およびセグメントとの関連は次のとおりです。 

(1) 高純度薬品

　フッ化物を中心とする高純度薬品などの製造および販売を行っています。当社製品の用途は、半導体デバイスの

高集積度化を可能にする超高純度エッチング剤や洗浄剤、シリコンウェハにパターンを焼き付けるステッパーの

レンズ原料などに使われています。また、携帯電話、デジタルカメラ、ビデオカメラ、ノート型パソコン、電動アシ

スト自転車、ハイブリッド車などに使われるリチウムイオン二次電池用の電解質、その他、ステンレスなどの金属

の表面処理剤、フロンガスおよびフッ素樹脂の原料、医薬および農薬などの中間原料などに幅広く使われていま

す。 

（関係会社）

 ステラケミファ㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、ブルーエキスプ

レス㈱、星青国際貿易（上海）有限公司、フェクト㈱ 

(2) 運輸

　主に、化学製品に特化した物流事業を中心に、倉庫保管業、通関業などを行っています。

（関係会社）

 ブルーエキスプレス㈱、STELLA EXPRESS(SINGAPORE) PTE LTD、青星国際貨物運輸代理（上海）有限公司 

(3) メディカル

　ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）に使用するがん治療薬の開発・研究を行っています。 

（関係会社）

 ステラケミファ㈱、ステラファーマ㈱  

(4) コスメティック

  基礎化粧品を中心に、化粧品販売業を行っています。 

（関係会社）

 ステラケミファ㈱、コスメドステラ㈱ 

(5) その他

　自動車整備業、保険代理業、エネルギー管理システムの開発、蓄光製品の製造販売業などを行っています。 

（関係会社）

 ステラケミファ㈱、ブルーオートトラスト㈱、ステラグリーン㈱、アライズ・コーポレート㈱

〔事業系統図〕　

 （注）無印　連結子会社　　※　関係会社で持分法適用会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
または
出資金

主要な
事業の
内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

連結子会社  百万円    

ブルーエキスプレス㈱ 堺市堺区 350

運輸

 

高純度

薬品

100

当社製品の輸送・保管・通関を行って

います。

当社は原料を購入しています。

当社は土地を賃貸しています。

役員の兼任　　４名

連結子会社  千Ｓ＄    

STELLA CHEMIFA

SINGAPORE PTE LTD

シンガポー

ル共和国
11,700

高純度

薬品
100

当社は製品を購入しています。

当社はロイヤリティを受け取っていま

す。　

同社の金融機関からの借入金に対して

当社は債務保証を行っています。

役員の兼任　　１名

連結子会社  千人民元    

浙江瑞星フッ化工業有限

公司
中国浙江省 48,510

高純度

薬品
55

当社は原料を購入しています。 

役員の兼任　　３名

連結子会社  百万円    

ステラファーマ㈱
大阪市

中央区
100

メディカ

ル
100

当社はホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣ

Ｔ）に使用するがん治療薬の研究を委

託しています。

同社の借入金に対して当社は債務保証

を行なっています。  

役員の兼任　　３名

連結子会社  百万円    

コスメドステラ㈱
大阪市

中央区
20

コスメ

ティック 
100

当社は化粧品販売業務を委託していま

す。 

役員の兼任　　３名

連結子会社  百万円    

ステラグリーン㈱
大阪市 　　　

西区
200その他 100

当社はEMS事業を委託しています。　

役員の兼任　　３名

連結子会社  百万円    

ブルーオートトラスト㈱ 堺市堺区 20その他
100

(間接100)
当社の各種保険の代理を行っています。

連結子会社  百万円    

アライズ・コーポレート

㈱

大阪市

中央区　
10その他 100

当社は資金の貸付を行なっています。

役員の兼任　　４名

連結子会社  千Ｓ＄    

STELLA EXPRESS 

(SINGAPORE) PTE LTD

シンガポー

ル共和国
200運輸

100

(間接100)
役員の兼任　　１名

連結子会社  千人民元    

星青国際貿易（上海）

有限公司
中国上海市 1,655

高純度

薬品

100

(間接100)

当社は原料を購入しています。

役員の兼任　　１名

連結子会社  千人民元    

青星国際貨物運輸代理

（上海）有限公司
中国上海市 5,000運輸

100

(間接100)
役員の兼任　　１名

持分法適用関連会社  百万Ｗ    

フェクト㈱
韓国忠清南

道公州市
3,200

高純度

薬品
39

当社は製品を販売しています。

役員の兼任　　２名
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　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しています。

２．ブルーエキスプレス㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTDおよび浙江瑞星フッ化工業有限公司は特定子会

社に該当しています。

３．上記のうちには、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．ブルーエキスプレス㈱につきましては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が100分の10を超えています。

主要な損益情報等　　　(1)売上高　　 12,493百万円

                      (2)経常利益　　　552百万円

                      (3)当期純利益　　328百万円

                      (4)純資産額　　2,365百万円

                      (5)総資産額　　8,469百万円

５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 （平成23年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（人）　

高純度薬品 374 (37) 　

運輸　 290 (14) 　

メディカル　 14 (3) 　

コスメティック　 5 (1) 　

報告セグメント計　 683 (55) 　

その他　 37 (4) 　

合計　 720 (59) 　

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。

  

（2）提出会社の状況

 （平成23年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

239 (28) 36.7 13.2 6,317

　

セグメントの名称 従業員数（人）　

高純度薬品 239 (28) 　

運輸　 － (－) 　

メディカル　 － (－) 　

コスメティック　 － (－) 　

報告セグメント計　 239 (28) 　

その他　 － (－) 　

合計　 239 (28) 　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

        ２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

　

（3）労働組合の状況

　当社の労働組合は、ステラケミファユニオンと称し、昭和38年10月１日に結成されました。平成23年３月31日現在

の組合員数は170人であり、所属上部団体は日本労働組合総連合会です。

　なお、労使関係については良好です。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新興市場の需要拡大等により企業業績に改善の兆しが見られたものの、長

引く円高やデフレの進行、欧州の財政不安などにより依然として不透明な状況のまま推移しました。

　このような環境のもと、当社グループは国内外の情報通信産業を中心に、顧客のニーズに基づいた多種多様なフッ

化物製品の供給を行うとともに、特殊貨物輸送で培った独自のノウハウに基づいた化学品の物流を担う事業展開等

を行ってきました。

　当連結会計年度の売上高は283億20百万円(前期比20.1％増)となりました。増加した主な要因は、主力の半導体・

液晶部門および電池部門等の売上高が増加したことによるものです。利益面におきましては、主原料価格の高騰に

より原価率が上昇しましたが、売上高の増加に伴い営業利益は34億83百万円(同36.6％増)、経常利益は31億44百万

円(同22.3％増)となりました。当期純利益は特別利益の減少(前連結会計年度、投資有価証券売却益８億５百万円)

等により18億12百万円(同20.9％減)となりました。

　

 セグメントの業績は次のとおりです。

　

　①高純度薬品

　高純度薬品事業につきましては、売上高は主力の半導体・液晶部門および電池部門などが前連結会計年度を上

回り、その結果、236億34百万円（前期比22.7％増）となりました。営業利益は主原料価格が高騰しましたが、売上

高の増加により44億98百万円（同17.9％増）となりました。なお、主要な部門別の売上高については次のとおり

です。

（半導体・液晶部門）

　半導体用の高純度フッ化物は期を通じて好調に推移しました。その結果、売上高は118億６百万円（前期比

22.5％増）となりました。

（電池部門）

　リチウムイオン二次電池の需要が伸張したことにより、売上高は40億54百万円（同14.7％増）となりました。

（半導体装置部門）

　半導体用ステッパーなどの需要が復調したことにより、売上高は９億57百万円（同51.2％増）となりました。

　②運輸

　運輸事業につきましては、運輸収入、倉庫関連収入の売上高がほぼ前期並みに推移した結果、売上高42億75百万

円（前期比5.4％増）となりました。営業利益につきましては６億26百万円（同5.4％増）となりました。

　③メディカル

  メディカル事業につきましては、前連結会計年度に引続き臨床実験などの先行投資費用が発生した結果、営業

損失が７億16百万円（前期は、13億70百万円の営業損失）となりました。

　④コスメティック

  コスメティック事業につきましては、売上高は１億１百万円（前期比73.3％増）となりました。営業損失は広

告宣伝費などの費用の回収までには至らず３億46百万円（前期は、３億64百万円の営業損失）となりました。

　⑤その他

  その他事業につきましては、売上高は３億８百万円（前期比54.1％増）となりました。営業損失はＥＭＳ事業、

ムーンライト事業の先行投資費用が発生したことにより５億89百万円（前期は、１億26百万円の営業損失）とな

りました。
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（2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて11億42百

万円増加し、当連結会計年度末は64億26百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は36億64百万円（前期比22億90百万円収入減少）となりました。

主な内訳は、税金等調整前当期純利益が31億19百万円、減価償却費が26億４百万円等です。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は24億８百万円（同20百万円支出減少）となりました。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出23億47百万円です。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は30百万円（同43億34百万円支出減少）となりました。

主な内訳は、有利子負債の新規借入・返済等による４億48百万円の収入、配当金の支払４億78百万円等です。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比
（％）

高純度薬品(百万円) 23,720 127.7
運輸(百万円) － －
メディカル(百万円) － －
コスメティック(百万円) － －
報告セグメント計(百万円) 23,720 127.7

その他(百万円) 2 11.5
合計(百万円) 23,723 127.5

（注）１．金額は販売価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

（2）商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比
（％）

高純度薬品(百万円) 846 133.5
運輸(百万円) 58 159.4
メディカル(百万円) － －
コスメティック(百万円) 39 219.2
報告セグメント計(百万円) 944 137.1

その他(百万円) 106 186.9
合計(百万円) 1,051 140.9

（注）１．金額は仕入価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

（3）受注実績

主として見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

10/94



（4）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比
（％）

高純度薬品   

 表面処理(百万円) 1,577 118.9

 フロン(百万円) 1,491 171.8

 
半導体・液晶関連
(百万円)

11,806 122.5

 
半導体装置関連
(百万円)

957 151.2

 電池(百万円) 4,054 114.7

 反応触媒(百万円) 995 117.0

 土壌改良剤(百万円) 42 79.9

 その他(百万円) 1,752 125.6

 小計(百万円) 22,678 123.9

 商品(百万円) 956 99.5

 合計(百万円) 23,634 122.7

運輸(百万円) 4,275 105.4
メディカル(百万円) － －
コスメティック(百万円) 101 173.3

　 　報告セグメント計(百万円) 28,012 119.9

その他(百万円) 308 154.1
合計(百万円) 28,320 120.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

のとおりです。

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

丸善薬品産業株式会社 4,728 20.1 6,263 22.1 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

　時代の変化を敏感に感じ取る感性、スピーディーな意思決定や柔軟な発想をもって経営を続けるために、次の課題

に取り組み、さらなるグループ企業価値の向上を目指します。

 (1)危機管理体制の強化

　当社グループは、主力である高純度薬品事業におけるフッ素化合物において、世界的に高いシェアを持ってい

るため、事故や自然災害などの不測の事態の発生により当社グループの生産活動が停止することになれば、半

導体・液晶・電池業界に多大な影響を与えることとなります。トップサプライヤーとしての責任を果たすべ

く、事故の発生を防ぐことは勿論のこと、大災害への対応策としてのＢＣＰ（事業継続計画）の見直し、これに

基づく有事対応訓練の実施など平時における危機管理体制をさらに強化し、最短で生産を再開し、影響を最小

限に留めるべく努めてまいります。

  また、安全操業を確実にするための方策、投資を積極的に検討してまいります。

 (2)事業成長スピードの加速

当社グループは、新たな可能性を求め、新たな事業領域に進出をはかっていますが、これらメディカル事業、

コスメティック事業、ＥＭＳ事業、ムーンライト事業の４つの新規事業を、次世代の主力事業として成長させる

ために、事業環境の整備に向けて、積極的に投資を行うとともに、開発を加速しています。高純度薬品事業にお

いても、研究開発部門が一体となって、他に真似のできないオリジナリティ溢れる次世代の主力製品の開発に

注力いたします。

　

４【事業等のリスク】

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を以下に記載しています。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上重要である

と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から以下に開示します。なお、当社グループは、これらのリ

スク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存です。

　本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は現時点において判断したものです。また、以下

の記載事項は、当社の事業等に関するリスクを全て網羅したものではないことにご留意ください。

(1) 特定事業への高い依存について

　当社グループの売上高において、高純度薬品事業の半導体・液晶関連の占める割合が高く(41.7％)、得意先であ

る電子・電気・通信機器業界の半導体需要ならびに設備投資動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

(2) 原材料の調達リスクについて

　当社グループの原材料等の一部は、中国等に在る特定の供給源に依存しており、その供給が逼迫した場合や、供

給が中断した場合には、原材料等の価格が上昇したり、製造に遅れが生じることにより、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

(3) 新規事業リスクについて

　当社グループは、メディカル事業を含む新規事業を順次立ち上げていますが、事業開始当初は、費用が収益に先

行して発生する場合があります。また、その後の事業環境の変化等様々な要因により、これらの事業が計画どおり

に進捗しない場合もあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 研究開発リスクについて

　当社グループは、広範囲にわたる顧客ニーズに応え、企業の持続的成長を支えるため、各事業において、長期的な

視点で継続的に資源を投入し、既存製品の改良や、新規製品の開発など研究開発活動を行っています。しかし、こ

れらの研究開発の結果が目標と大きく乖離し、期待どおりの成果が得られない場合、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

(5) 海外活動リスクについて

　当社グループは、フッ化物製造事業を中心に、シンガポール、中国、韓国に事業展開していますが、各国において

以下のようなリスクがあります。そのため、これらの事象が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 a）予期しえない法律・規制・不利な影響を及ぼす租税制度の変更

 b）不利な政治的要因の発生

 c）テロ、戦争等による社会的混乱

(6) 災害や事故の発生について
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　当社グループは、生産活動の中断により生じる影響を最小限に抑えるため、日常的な製造設備の保守点検、安全

防災設備・機器の導入、安全防災訓練やマニュアルづくり等、安全確保に努めていますが、突発的な災害発生や不

慮の事故発生により、生産活動が停止した場合、直ちに代替生産できない製品もあり、業績に影響を及ぼす可能性

があります。

(7) 法的規制リスクについて

　当社グループは、主力事業として化学物質を扱っているため、環境に関する法律や、各種業法にかかる許認可、届

出、登録等の法規制を受けています。また、一部製品は、輸出の際に「外国為替及び外国貿易法」等、安全保障貿易

管理制度に基づく規制を受けています。これらの法令の改定は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(8) 訴訟リスクについて

　当社グループは、国内外の法令順守に努めていますが、広範な事業活動を行う中、訴訟、その他の法律的手続の対

象となるリスクがあり、重要な訴訟等の提起を受けた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(9) 製造物責任リスクについて

　当社グループでは、製品の特性に応じた最適な品質の確保に全力を挙げて取り組んでいますが、予期せぬ事態に

より品質問題が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(10) 知的財産権侵害リスクについて

　当社グループは、独自に開発した技術等について、特許権その他の知的財産権を取得するなど保護に努めていま

すが、第三者による技術の不正流用を防止できない可能性があり、また他社の保有する知的財産権の使用を必要

とする場合に、相手方と交渉が成立しない場合など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　当社グループにおいては、主に高純度薬品事業およびメディカル事業において研究開発活動を行っています。研究開

発活動の基本方針はフッ化物業界という特異な分野でありながら、多様化、高度化し、広範囲にわたる顧客ニーズに応

える製品を研究開発し提供することです。

　この目的達成のため次の事項を主眼として開発のスピードアップを図り、顧客ニーズ、時期に合致するよう努力して

います。

(1) 積極的な研究開発姿勢

(2) 高純度製品の開発

(3) 高品質製品の開発

(4) 機能性・高付加価値製品の開発

(5) 顧客ニーズに合致した製品の開発

(6) 低コスト製品の開発

(7) 高度先進技術への対応

　研究開発スタッフは、グループ全員で44名にのぼり、これは総従業員の約６％に当たります。

　当連結会計年度における各セグメント別の主な研究内容および研究開発費は次のとおりです。なお、当連結会計年度

の研究開発費の総額は12億73百万円です。

(1)高純度薬品

　主として半導体薬液、半導体装置関連分野、電池関連分野を中心とした研究開発活動を行っているほか、最近は太陽

電池用洗浄液の開発、樹脂の表面処理で耐薬品性、表面特性および光学特性などの機能性を向上させた材料や次世代

の電池やキャパシター用材料として自動車への搭載が期待されているイオン性液体の開発に取り組み成果を上げて

います。研究テーマ毎にグループを形成して研究開発活動に従事しています。

　当連結会計年度における研究開発費の総額（人件費を含む）は５億14百万円です。

(2)メディカル

　医薬への展開として、副作用の少ないがん治療法として脚光を浴びているホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ）で用

いられる治療薬の開発に積極的に取り組んでいます。

　当連結会計年度における研究開発費の総額（人件費を含む）は６億84百万円です。

　なお、これらの研究開発活動の中には、産学官連携プロジェクトで取り組んでいるものがあり、各大学と緊密に連携

して最先端の研究開発活動を行っています。この中でもグループ企業であるステラファーマ株式会社が平成20年度

JST委託開発事業に採択された課題「ホウ素中性子捕捉療法用ホウ素薬剤」については、平成23年度も継続して事業

化に向けた活動を推進しています。

　産学官連携プロジェクト

東北大学 半導体用高純度薬液、次世代ディスプレイ用薬液

大阪府立大学
「ホウ素中性子捕捉療法用ホウ素薬剤」

（平成20年度ＪＳＴ委託開発事業採択課題）
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。重要な会計方針及び見積りについては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等 (1)連結財務諸表　連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興市場の需要拡大等により企業業績に改善の兆しがみられたものの、長

引く円高やデフレの進行、欧州の財政不安などにより依然として不透明な状況のまま推移しました。

　このような環境のもと、当社グループは、国内外の情報通信産業を中心に、顧客のニーズに基づいた多種多様な

フッ化物製品の供給を行うとともに、特殊貨物輸送で培った独自のノウハウに基づいた化学品の物流を担う事業展

開を行ってきました。各項目別の分析は次のとおりです。　

［売上高］

　売上高は、283億20百万円（前期比20.1％増）となりました。

　高純度薬品事業におきましては、半導体・液晶部門では半導体市場の拡大を背景に半導体関連製品の輸出が増加

したことにより、118億６百万円（前期比22.5％増）、電池部門では前期に引き続きリチウムイオン二次電池用電解

質の需要が増加したことにより、40億54百万円（同14.7％増）、高純度薬品事業全体での売上高は、236億34百万円

（同22.7％増）となりました。

　運輸事業におきましては、運輸収入、倉庫関連収入の売上高が堅調に推移した結果、売上高42億75百万円（前期比

5.4％増）となりました。　

　コスメティック事業におきましては、インターネット販売が順調に推移した結果、売上高は１億１百万円（同

73.3％増）となりました。

　その他事業におきましては、当期よりＥＭＳ事業が新たに加わったことや、自動車整備収入および保険代理業収入

が順調に推移した結果、３億８百万円（同54.1％増）となりました。

［営業利益］

　売上原価は、原材料価格の上昇の影響により206億95百万円（同22.5％増）となり、売上総利益は76億25百万円

（同14.2％増）となりました。売上総利益率は前連結会計年度の28.3％から26.9％に低下しました。

　販売費及び一般管理費は、各事業の規模拡大に伴い増加したものの、メディカル事業での研究開発費が減少したこ

とにより前期並みの41億41百万円（同0.3％増）となりました。

　以上の結果、営業利益は、34億83百万円（同36.6％増）となりました。

［経常利益］

　営業外損益において、主な収益では持分法による投資利益65百万円および補助金収入73百万円、主な費用では支払

利息１億50百万円およびデリバティブ評価損２億37百万円を計上しました。

　以上の結果、経常利益は、31億44百万円（同22.3％増）となりました。

［当期純利益］

　特別損益において、前期に投資有価証券売却益８億５百万円を計上しましたが、当期はその計上がないため特別利

益が減少しました。その結果、当期純利益は18億12百万円（同20.9％減）となりました。
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（3）財政状態

　当連結会計年度の総資産は、397億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ30億37百万円増加しました。

主な増加要因は、現金及び預金や売上債権の増加によるものです。

　当連結会計年度の負債合計は、211億１百万円となり、前連結会計年度末に比べて20億26百万円増加しました。主な

増加要因は、有利子負債の増加や仕入債務の増加、設備支払手形の増加によるものです。

　当連結会計年度の純資産合計は、186億15百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億11百万円増加しました。主な

増加要因は、利益剰余金の増加によるものです。

 

（4）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、以下のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フロー：36億64百万円収入（前期比22億90百万円収入減少）

投資活動によるキャッシュ・フロー：24億８百万円支出（同20百万円支出減少）

財務活動によるキャッシュ・フロー：30百万円支出　　（同43億34百万円の支出減少）

　営業活動の主な収入の内訳は、税金等調整前当期純利益31億19百万円、減価償却費26億４百万円です。

　投資活動の主な支出の内訳は、有形固定資産の取得による支出23億47百万円です。

　財務活動の主な収入・支出の内訳は、有利子負債の新規借入・返済等による４億48百万円の収入、配当金の支払４

億78百万円の支出です。

　これらの活動の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の52億84百万円から11

億42百万円増加し、64億26百万円となりました。

（キャッシュ・フローの指標）

 
第65期 

平成20年３月期

第66期 

平成21年３月期

第67期 

平成22年３月期

第68期 

平成23年３月期

自己資本比率（％） 43.8 41.2 47.0 46.1

時価ベースの自己資本比率

（％）
81.6 61.1 133.1 101.4

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
3.9 4.3 2.2 3.7

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
14.4 17.7 29.4 24.7

　　　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　　　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式を除く）により計算しています。

　　　３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

　　　　　使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

　　　　　全ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

　　　　　の支払額を使用しています。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資状況につきましては、連結グループ総額で33億３百万円（無形固定資産を含む。）となっ

ています。また、各セグメントの設備投資については以下のとおりです。

（1）高純度薬品

　当連結会計年度では、リチウム電解質製造設備増設など、生産安定化および高純度薬品の増産を目的として29

億28百万円の設備投資を行いました。

（2）運輸

　当連結会計年度では、輸送力の増強および安定化を目的として３億14百万円の設備投資を行いました。

（3）メディカル

　当連結会計年度において特記すべき設備投資はありません。

（4）コスメティック

　当連結会計年度において特記すべき設備投資はありません。

（5）その他

　当連結会計年度において特記すべき設備投資はありません。

 　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　主要な設備は、以下のとおりです。

（1）提出会社

 （平成23年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

三宝工場

(堺市堺区)
高純度薬品

生産設備

物流、保管設

備

2,113 1,471
2,356

(46,446)
－ 64 6,005

87

(8)

泉工場

(大阪府泉大津市)
〃 生産設備 901 2,775

214

(24,838)
－ 70 3,960

73

(5)

本社

(大阪市中央区)
〃

統括管理

販売業務施設
15 10

－

(－)
－ 65 90

37

(3)

営業部(東京)

(東京都中央区)
〃 販売業務施設 － －

－

(－)
－ 0 0

8

(1)

研究部(三宝)

(堺市堺区)
〃 研究施設 16 2

－

(－)
－ 16 34

9

(1)

研究部(泉)

(大阪府泉大津市)
〃 研究施設 574 63

－

(－)
－ 16 655

25

(10)

化粧品販売店舗

（東京都港区他）

　

コスメティック 販売業務施設 25 －
－

(－)
－ 0 25

－

(－)

厚生施設その他

(堺市堺区他)
高純度薬品 寮、厚生施設 35 －

29

(1,270)
－ 0 65

－

(－)
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（2）国内子会社

 （平成23年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース　資
産

その他 合計

ブルーエキスプ

レス㈱

本社

(堺市堺区)

高純度薬品

運輸

管理施設

運送・保

管設備

賃貸資産

販売業務

施設

416 196
941

(26,285)
10 370 1,935

122

(9)

〃
関東営業所

(千葉県袖ヶ浦市)
運輸

運送・保

管設備

賃貸資産

141 38
508

(10,929)
－ 5 693

36

(1)

〃
横浜営業所

(川崎市川崎区)
〃 〃 759 107

1,440

(15,380)
－ 47 2,355

45

(3)

 

（3）在外子会社

 （平成23年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数
(人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

STELLA CHEMIFA 

SINGAPORE PTE

LTD

シンガポール工場

(シンガポール共

和国)

高純度薬品
管理施設

生産設備
948 737

－

(－)
－ 24 1,709

61
(－)

浙江瑞星フッ化

工業有限公司

中国工場

(中国浙江省)
高純度薬品

管理施設

生産設備
193 211

－

(－)
－ 8 413

67
(9)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいません。

　　　　２．従業員数の(　)内は臨時従業員数であり外書をしています。

　　　　３．提出会社のうち三宝工場の設備は、一部をブルーエキスプレス㈱に賃貸しています。

　　　　４．ブルーエキスプレス㈱のうち本社の設備は、一部を提出会社等に賃貸しています。

５．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりです。

 (平成23年３月31日現在)

会社名 セグメントの名称 設備の名称 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残
高　(百万円)

ブルーエキスプレス㈱ 運輸 タンクローリー等
平成16年10月

～平成24年11月
87 98

６．その他の賃借設備は次のとおりです。

 (平成23年３月31日現在)

会社名 セグメントの名称 貸借設備の名称 面積(㎡) 年間賃借料(百万円)

STELLA CHEMIFA 

SINGAPORE PTE LTD
高純度薬品 シンガポール工場　土地 25,000 12

　

３【設備の新設、除却等の計画】

 　重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年
月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社
泉工場 

大阪府
泉大津市 

高純度　薬
品

LiPF6　　生
産設備

4,9701,459借入金
平成22年
10月

平成23年
12月

65％増加

（注）　上記金額には、消費税等は含んでいません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,300,000 12,300,000

東京証券取引所

大阪証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

100株 

計 12,300,000 12,300,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成12年10月18日

（注）
600 12,300 1,722 3,180 1,668 3,288

　（注）一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格 5,926円

引受価額 5,651円

発行価額 5,651円

資本組入額 2,870円

（６）【所有者別状況】

 （平成23年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府およ
び地方公
共団体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 32 40 71 105 3 8,3098,560 －

所有株式数

（単元）
－ 18,5061,4526,57425,451 274 70,705122,9623,800

所有株式数の

割合（％）
－ 15.05 1.18 5.35 20.70 0.22 57.50100.00 －

　（注）自己株式465株は、「個人その他」に４単元および「単元未満株式の状況」に65株を含めて記載しています。
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（７）【大株主の状況】

 （平成23年３月31日現在）

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

深田　純子 堺市西区 1,504 12.23

橋本　亜希 大阪市中央区 518 4.22

深田　ダニエル颯 兵庫県芦屋市 503 4.09

ザチェースマンハッタンバンク

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）　　

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON,
EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
466 3.79

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）　

東京都港区浜松町２丁目１１番３号　 448 3.64

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）　

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.

S.A．

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

447 3.64

橋本　信子　 堺市西区 387 3.15

ゴールドマンサックスアンドカ
ンパニーレギュラーアカウント
（常任代理人ゴールドマン・
サックス証券株式会社）　

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA　
（東京都港区六本木６丁目10番１号　六本木ヒ
ルズ森タワー）

367 2.99

深田　麻実 兵庫県芦屋市 324 2.64

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(住友信託退給口)
東京都中央区晴海１－８－11 324 2.63

計 － 5,293 43.03

　（注）１．「株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入しています。

　　　　２．フィデリティ投信株式会社から、平成23年４月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成23年３月31日

現在で522千株を保有している旨の報告を受けていますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりです。

　　大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フィデリティ投信株式会社　

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区虎ノ門４丁目３番１号

　　保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　　　株式　522,300株

　　株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　　　4.25％

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成23年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式     　  400 － －

完全議決権株式（その他）   普通株式  12,295,800 122,958単元株式数100株

単元未満株式   普通株式       3,800 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  12,300,000 － －

総株主の議決権 － 122,958 －
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②【自己株式等】

 （平成23年３月31日現在）

所有者の氏名または名

称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

ステラケミファ株式会社

大阪市中央区

淡路町三丁目

６番３号

400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 92 272,896

当期間における取得自己株式 55 169,675

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれていません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 465 － 520 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれていません。

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りおよび売渡による株式は含まれていません。

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

21/94



３【配当政策】

　当社は、財務状況、利益水準等を総合的に勘案したうえで、安定的かつ継続的に配当を行うことが、経営上の重要

な課題であると認識しています。内部留保金は、設備投資、研究開発投資などに充当し、今後の事業展開に積極的

に活用します。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当、中間配当ともに取締役会です。

　当事業年度の配当については、上記方針に基づき当期は１株当たり38円の配当（うち中間配当17円）を実施す

ることを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は35.5％となりました。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めています。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成22年10月27日

取締役会決議
209 17

平成23年５月17日

取締役会決議
258 21

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 7,940 4,080 2,980 5,290 4,070

最低（円） 3,550 2,000 859 1,780 2,435

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 3,525 3,690 3,860 4,070 3,990 3,700

最低（円） 2,804 3,200 3,315 3,685 3,560 2,435

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役 会長兼社長 深田　純子 昭和21年１月４日生

昭和62年１月当社入社

昭和63年６月取締役就任

平成６年６月 代表取締役社長就任

平成16年６月代表取締役会長就任

平成19年４月代表取締役会長(CEO)就任

平成19年６月ステラ ファーマ株式会社

代表取締役社長就任(現任)

平成19年９月代表取締役会長兼社長(CEO)就任

（現任）

平成19年10月ブルーエキスプレス株式会社

代表取締役会長就任（現任）

平成20年７月ステラ グリーン株式会社

代表取締役社長就任（現任）

平成21年６月　 ホルトプラン株式会社

代表取締役会長就任（現任）　
平成22年４月コスメドステラ株式会社

代表取締役社長(現任）　

(注)2 1,504

取締役
常務執行役員

特命事項担当
菊山　裕久 昭和24年７月１日生

昭和52年３月当社入社

平成８年６月 取締役就任

平成20年５月　 取締役常務執行役員

(生産本部長)就任　
平成20年７月取締役常務執行役員

(特命事項担当)就任(現任）

平成21年10月アライズ・コーポレート株式会

社代表取締役社長(現任）

(注)2 65

取締役
常務執行役員

営業統括
藪　　和光 昭和34年１月20日生

昭和56年４月当社入社

平成15年６月取締役営業部長就任

平成20年５月取締役常務執行役員(営業本部

長)就任

平成22年４月取締役常務執行役員(営業統括)

就任（現任）

(注)2 18

取締役
常務執行役員

生産統括
坂　喜代憲 昭和34年3月30日生

昭和57年４月当社入社

平成15年６月　　

　

当社取締役就任

（泉工場兼三宝工場長)　
平成16年11月取締役退任 

平成20年４月ブルーエキスプレス株式会社代表

取締役社長就任(現任) 

平成22年４月常務執行役員(生産統括)就任 

平成22年６月取締役常務執行役員(生産統括)就

任(現任) 

(注)2 17

取締役
執行役員

総務部長
高野　順 昭和36年６月28日生

昭和60年４月当社入社　

平成15年６月取締役副社長就任　

平成16年６月取締役社長就任　

平成17年11月取締役(技術担当)就任　

平成18年１月取締役(技術担当兼品質管理部

長）就任　

平成19年３月当社取締役退任

平成19年４月当社執行役員(生産管理担当兼品

質管理部長)就任

平成22年４月執行役員総務部長就任 

平成22年６月取締役執行役員総務部長就任(現

任) 

(注)2 25
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
執行役員研究

兼開発部長
宮下　雅之 昭和36年６月24日生

昭和60年４月当社入社　

平成13年２月三宝工場長就任　

平成15年６月取締役就任　

平成17年４月取締役研究部長就任　

平成17年12月取締役開発部長就任　

平成19年３月取締役退任　

平成19年４月執行役員開発部長就任　

平成22年４月執行役員研究兼開発部長就任　

平成22年６月取締役執行役員研究兼開発部長就

任(現任) 

(注)2 15

常勤監査役  浮田　善彦 昭和18年12月22日生

昭和41年４月住友信託銀行株式会社入社

平成11年６月株式会社イセトー取締役

平成13年６月当社監査役就任(現任)

(注)3 3

監査役  山田　庸男 昭和18年12月15日生

昭和45年４月大阪弁護士会登録

平成６年４月 大阪弁護士会副会長就任

平成９年４月 日本弁護士連合会民事介入暴力

対策委員会委員長就任

平成10年６月当社監査役就任(現任)

(注)3 －

監査役  岡野　　勳 昭和17年４月４日生

平成12年８月税理士登録

 岡野税理士事務所開業

平成20年６月当社監査役就任(現任)

(注)3 －

計 1,650

　（注）１．監査役　浮田 善彦、山田 庸男、岡野 勳の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

２．平成23年６月16日に選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。

３．平成20年６月10日に選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。

４．当社では、スピーディーな経営意思決定と経営責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しています。執

行役員は６名で、常務 (特命事項担当) 菊山 裕久、常務（営業統括） 藪 和光、常務（生産統括）坂　喜代

憲、総務部長 高野 順、研究兼開発部長 宮下 雅之、泉工場長 大槻 功一で構成されています。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　法令遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する企業環境に対応した迅速な経営意思決定と、経

営の健全性向上をはかることによって、企業価値を継続して高めていくことを、経営上の最重点課題のひとつとして

位置づけています。その実現のために、株主の皆様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等の利害関係者との良好な関

係を築くとともに、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強化・改善・整備しな

がら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えています。

　また、株主・投資家の皆様へは、迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、幅広い情報公開により、経営の透明性

を高めてまいります。　

　 （コーポレート・ガバナンスに関する実施状況）

　　　(1)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

　　  平成23年６月１日現在の当社の経営組織およびコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりです。

　

　

①委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別

　　監査役制度を採用しています。

②取締役の人数および社外取締役の選任状況

　　取締役の人数は６名であり、社外取締役は選任していません。

　（現在の体制を採用している理由）

当社の規模から見て、社外取締役に期待される役割である社外からの経営の監視機能は、独立性の高い社

外監査役の監査により果たされており、現状の体制で充分機能していると考えているためです。

③監査役会の設置の有無および監査役の人数、社外監査役の選任状況

  監査役会を設置しており、監査役は3名で構成され全員が社外監査役です。うち、1名は常勤監査役として常時執

務をしています。

　（財務および会計に関する相当程度の知見の有無について）

　当社の監査役3名は、銀行において長年金融業務を担当した者や弁護士および税理士資格保有者で構成さ

れ、各々財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

④業務執行・監視の仕組み

取締役会は定例的ならびに臨時に開催され重要案件が決議されます。いずれの取締役会にも監査役は出席し、

客観的立場から取締役の職務執行を監視しています。

また、執行役員等幹部社員が出席する経営会議も毎月開催され、取締役会が定めた経営方針に基づき、新製品の

開発、大型設備投資、経営組織の改編など重要な経営課題に対し、迅速に対応しています。

⑤内部統制の仕組み
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(監査役会)

　監査役会は原則として月1回の開催としていますが、必要に応じて臨時監査役会を開催しています。監査役会

で策定された監査方針および監査計画に基づいて内部監査部および会計監査人との連携を強化し、情報の共有

化を図り適切な監査体制の構築に努め、取締役の職務執行を監査しています。監査役の主な活動としては、取締

役会および他の主要な会合に出席しているほか、当初の監査計画の役割分担に基づき、それぞれが重要決裁書類

閲覧や、子会社調査等業務を遂行しています。

(内部監査部および内部統制室)

　内部統制のため当社に内部監査部(2名)および主たる子会社であるブルーエキスプレス株式会社に内部統制

室(4名)を設置し、社内業務はもちろんのことグループ経営の視点からグループ監査会議の開催を実施していま

す。また、監査役から求められるときは業務監査をサポートしています。定期的に監査役および監査法人と会合

を持つことにより連携を図り、内部統制が十分に機能するよう務めています。

⑥弁護士・会計監査人の状況

　  法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じて法律的側面から見た経営について、適切なアドバイスを受けて

  います。

　  また、会計監査人である新日本有限責任監査法人からは、会計監査を受けています。

    業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人および継続監査年数は以下のとおりです。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員

　　松村　豊
 新日本有限責任監査法人

　　平岡　義則　

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しています。

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されています。具体的には、公認会計士３

名およびその他３名を主たる構成員としています。

      (2)会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　　　　　社外監査役：人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

      (3)取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めています。

      (4)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。また、取締役の選任については、累積投

票によらないものとする旨定款に定めています。

      (5)剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨定款に定めています。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。

      (6)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めていま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものです。
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(7)役員報酬等

　①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数　　　　　　　　　　　　　　　　　

役員区分
報酬等の総額

（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円）  対象となる

役員の員数（人） 基本報酬 賞与 退職慰労金

　取締役              308            211　      　  　9 　　  　　 　86 　　　　　  　 　7

　社外役員               24             21             －               2                 3

　②報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

氏名 役員区分  会社区分
報酬等の種類別の総額（百万円）  報酬等の総額

（百万円） 基本報酬 賞与　 退職慰労金

 深田　純子　 取締役 提出会社            110            2 　　   　　 61 　　     　 173

　③役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容および決定方法

　　当社の役員報酬は、企業価値の増大および中長期の業績向上を図るための優秀な経営者を確保することができ

る内容とし、基本報酬と業績によって変動する業績連動報酬で構成します。

　

取締役の報酬は、基本報酬と業績連動報酬により構成され具体的には、下記のとおりです。

・基本報酬は、以下の(1)と(2)の金額を合計し、個人別に決定されます。

(1)各取締役の経歴・職歴に応じた部分

(2)各取締役の職務に応じた部分

・業績連動報酬は、連結ベースでの当期純利益や貢献度等の定量的な要素に加え、基本報酬とのバラ

ンスを考慮の上、個人別に決定されます。

監査役（社外）の報酬は、基本報酬により構成されています。

(8)株式の保有状況

　①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

銘柄数 　　　　　　　　　　　 ９個

貸借対照表計上額 　　　　　　　　　 45百万円

　

　②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式　

銘柄
株式数(株)　　　　　　　　

　　
貸借対照表計上額(百万円)　 保有目的　

住友信託銀行㈱     　　61,510　　                     33　  安定株主確保のため　

㈱りそなホールティングス     　　10,849　　                     12　  安定株主確保のため　

関東電化工業㈱　     　　10,000　　                      7　  営業目的による保有　

ヤスハラケミカル㈱　      　　2,880　　                      2　  営業目的による保有　

日本金属㈱　      　　1,000　　                      0　  営業目的による保有　

　

　当事業年度

　　特定投資株式

銘柄
株式数(株)　　　　　　　　

　　
貸借対照表計上額(百万円)　 保有目的　

住友信託銀行㈱     　　61,510　　                     26　  安定株主確保のため　

関東電化工業㈱　     　　10,000　　                      6　  営業目的による保有　

㈱りそなホールティングス     　　10,849　　                      4　  安定株主確保のため　

ヤスハラケミカル㈱　      　　2,880　　                      2　  営業目的による保有　

日本金属㈱　      　　1,000　　                      0　  営業目的による保有　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 36 － 36 －

連結子会社 － － － －

計 36 － 36 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　（前連結会計年度）　

 当社の連結子会社であるSTELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTDは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワー

クに属しているErnst＆Youngに対して監査報酬を支払っています。

　（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるSTELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTDは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワー

クに属しているErnst＆Youngに対して監査報酬を支払っています。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前連結会計年度）　

　該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

  当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、提出会社の規模・業務の特性

等の要素を勘案し決定しています。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しています。

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）および当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表ならびに前事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）および当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けています。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて　

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、または会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しています。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,354 6,506

受取手形及び売掛金 5,473 6,797

商品及び製品 823 1,154

仕掛品 664 719

原材料及び貯蔵品 558 520

繰延税金資産 218 299

その他 314 331

貸倒引当金 △6 △70

流動資産合計 13,401 16,259

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 14,014 14,189

減価償却累計額 △7,235 △7,862

建物及び構築物（純額） 6,778 6,326

機械装置及び運搬具 21,244 21,567

減価償却累計額 △14,718 △15,774

機械装置及び運搬具（純額） 6,526 5,792

土地 5,490 5,490

建設仮勘定 1,335 3,270

その他 4,408 4,527

減価償却累計額 △3,423 △3,724

その他（純額） 984 802

有形固定資産合計 21,115 21,682

無形固定資産

のれん 682 535

その他 88 79

無形固定資産合計 771 614

投資その他の資産

投資有価証券 ※
 741

※
 460

繰延税金資産 402 489

その他 251 222

貸倒引当金 △3 △12

投資その他の資産合計 1,391 1,160

固定資産合計 23,278 23,457

資産合計 36,679 39,717
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,476 1,737

短期借入金 2,998 2,509

1年内返済予定の長期借入金 2,786 3,504

未払法人税等 1,084 920

賞与引当金 247 290

設備関係支払手形 907 1,478

その他 1,289 1,732

流動負債合計 10,790 12,173

固定負債

長期借入金 7,236 7,396

退職給付引当金 693 724

役員退職慰労引当金 338 421

その他 17 385

固定負債合計 8,285 8,927

負債合計 19,075 21,101

純資産の部

株主資本

資本金 3,180 3,180

資本剰余金 3,288 3,288

利益剰余金 10,993 12,244

自己株式 △1 △1

株主資本合計 17,461 18,711

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13 3

繰延ヘッジ損益 － △9

為替換算調整勘定 △252 △395

その他の包括利益累計額合計 △239 △402

少数株主持分 381 305

純資産合計 17,603 18,615

負債純資産合計 36,679 39,717
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 23,572 28,320

売上原価 ※7
 16,892

※7
 20,695

売上総利益 6,679 7,625

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 4,129

※1, ※2
 4,141

営業利益 2,550 3,483

営業外収益

受取利息 15 5

受取配当金 14 1

持分法による投資利益 177 65

補助金収入 － 73

その他 110 81

営業外収益合計 318 227

営業外費用

支払利息 195 150

為替差損 96 143

デリバティブ評価損 － 237

その他 6 35

営業外費用合計 298 567

経常利益 2,570 3,144

特別利益

前期損益修正益 ※3
 24 －

固定資産売却益 ※4
 11

※4
 8

投資有価証券売却益 805 －

受取補償金 － 15

特別利益合計 840 23

特別損失

固定資産廃棄損 ※5
 71

※5
 29

固定資産売却損 ※6
 2

※6
 0

投資有価証券評価損 13 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

特別損失合計 87 47

税金等調整前当期純利益 3,323 3,119

法人税、住民税及び事業税 1,064 1,399

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

118 22

法人税等調整額 △158 △154

法人税等合計 1,024 1,266

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,852

少数株主利益 8 40

当期純利益 2,291 1,812
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,852

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △9

繰延ヘッジ損益 － △9

為替換算調整勘定 － △126

持分法適用会社に対する持分相当額 － △48

その他の包括利益合計 － ※2
 △194

包括利益 － ※1
 1,658

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 1,649

少数株主に係る包括利益 － 9
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,180 3,180

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,180 3,180

資本剰余金

前期末残高 3,288 3,288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,288 3,288

利益剰余金

前期末残高 9,120 10,993

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 2,291 1,812

連結範囲の変動 － △82

当期変動額合計 1,873 1,250

当期末残高 10,993 12,244

自己株式

前期末残高 △0 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

前期末残高 15,588 17,461

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 2,291 1,812

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 － △82

当期変動額合計 1,872 1,250

当期末残高 17,461 18,711
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

11 △9

当期変動額合計 11 △9

当期末残高 13 3

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △9

当期変動額合計 － △9

当期末残高 － △9

為替換算調整勘定

前期末残高 △310 △252

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

58 △142

当期変動額合計 58 △142

当期末残高 △252 △395

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △309 △239

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

69 △162

当期変動額合計 69 △162

当期末残高 △239 △402

少数株主持分

前期末残高 367 381

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 △76

当期変動額合計 13 △76

当期末残高 381 305

純資産合計

前期末残高 15,647 17,603

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 2,291 1,812

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 － △82

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 △238

当期変動額合計 1,956 1,011

当期末残高 17,603 18,615
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,323 3,119

減価償却費 2,467 2,604

のれん償却額 37 151

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 72

賞与引当金の増減額（△は減少） 143 42

退職給付引当金の増減額（△は減少） △32 31

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △49 83

受取利息及び受取配当金 △30 △7

支払利息 195 150

投資有価証券売却損益（△は益） △805 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 45 21

投資有価証券評価損益（△は益） 13 5

デリバティブ評価損益（△は益） － 237

前期損益修正損益（△は益） △24 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

持分法による投資損益（△は益） △177 △65

為替差損益（△は益） 67 92

売上債権の増減額（△は増加） △746 △1,353

たな卸資産の増減額（△は増加） 746 △355

仕入債務の増減額（△は減少） 103 292

その他の流動資産の増減額（△は増加） 28 △23

その他の流動負債の増減額（△は減少） 366 △28

未収消費税等の増減額（△は増加） 59 2

未払消費税等の増減額（△は減少） 156 2

その他 120 112

小計 6,012 5,203

利息及び配当金の受取額 44 192

利息の支払額 △202 △148

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 100 △1,582

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,954 3,664
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △70 △80

定期預金の払戻による収入 － 70

有形固定資産の取得による支出 △2,805 △2,347

有形固定資産の売却による収入 54 21

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 1,479 －

子会社株式の取得による支出 △90 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△3 －

事業譲受による支出 △839 －

その他の支出 △172 △83

その他の収入 20 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,428 △2,408

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,780 △438

長期借入れによる収入 932 4,090

長期借入金の返済による支出 △3,098 △3,203

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △418 △478

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,365 △30

現金及び現金同等物に係る換算差額 △58 △132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △897 1,093

現金及び現金同等物の期首残高 6,182 5,284

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 48

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,284

※
 6,426
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　　該当事項はありません。　

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数　　10社

　連結子会社名は、ブルーエキスプレス㈱、

ブルーオートトラスト㈱、ステラファー

マ㈱、ステラグリーン㈱、アライズ・コー

ポレート㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE

 PTE LTD、STELLA EXPRESS (SINGAPOR

E) PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公

司、星青国際貿易(上海)有限公司、青星国

際貨物運輸代理(上海)有限公司です。

　当連結会計年度において新たにアライズ

・コーポレート㈱の株式を取得したた

め、連結の範囲に含めています。

　連結子会社の数　　12社

　連結子会社名は、ブルーエキスプレス㈱、

ブルーオートトラスト㈱、ステラファー

マ㈱、コスメドステラ㈱、ステラグリーン

㈱、アライズ・コーポレート㈱、ホルトプ

ラン㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE

 PTE LTD、STELLA EXPRESS (SINGAPOR

E) PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公

司、星青国際貿易(上海)有限公司、青星国

際貨物運輸代理(上海)有限公司です。

　当連結会計年度においてコスメドステラ

㈱は新たに設立したため、またホルトプ

ラン㈱は重要性が増したため、連結の範

囲に含めています。

　 (ロ）主要な非連結子会社の名称等

　非連結子会社はホルトプラン㈱です。

　（連結の範囲から除いた理由）　

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためです。

──────

２．持分法の適用に関する事

項

(イ）持分法適用の関連会社数　１社

当該会社は、フェクト㈱です。

(イ）持分法適用の関連会社数　１社

同左

　 (ロ)持分法を適用していない非連結子会社

であるホルトプラン㈱は、小規模であり、

当期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しています。　

──────

 (ハ）持分法の適用会社は、決算日が連結決

算日と異なっているため、関連会社の事

業年度にかかる財務諸表を使用していま

す。

(ロ）　　　　　　同左

　 ────── (会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「持分法に関する

会計基準」（企業会計基準第16号　平成20

年３月10日公表分）および「持分法適用

関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第24号　平成20年３月

10日）を適用しています。

　これによる損益に与える影響はありませ

ん。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、ブルーオートトラスト

㈱、ステラファーマ㈱、ステラグリーン㈱、

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江

瑞星フッ化工業有限公司、星青国際貿易(上

海)有限公司、青星国際貨物運輸代理(上海)

有限公司およびSTELLA EXPRESS

(SINGAPORE) PTE LTDの決算日は12月31日

です。

連結財務諸表の作成に当たって、当該会社

については、決算日現在の財務諸表を使用

していますが、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。

連結子会社のうち、ブルーオートトラスト

㈱、ステラファーマ㈱、コスメドステラ㈱、

ステラグリーン㈱、ホルトプラン㈱、STELLA

CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江瑞星フッ

化工業有限公司、星青国際貿易(上海)有限

公司、青星国際貨物運輸代理(上海)有限公

司およびSTELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE

LTDの決算日は12月31日です。

連結財務諸表の作成に当たって、当該会社

については、決算日現在の財務諸表を使用

していますが、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。　

４．会計処理基準に関する事

項

  

（1）重要な資産の評価基準

および評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

①　有価証券

　その他有価証券

 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法によっています。

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のあるもの

同左

 

時価のないもの

移動平均法による原価法によって

います。

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

──────

②　デリバティブ

　　時価法によっています。

 ③　たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を

採用しています。

③　たな卸資産

同左

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

(イ）機械及び装置

主として定額法によっています。

なお、主な耐用年数は８年です。

①　有形固定資産（リース資産を除く）

(イ）機械及び装置

同左

 (ロ）その他の有形固定資産

主として定率法によっています。た

だし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。　

(ロ）その他の有形固定資産

同左

 建物　　　10～40年

運搬具　　 2～ 4年　
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 (ハ）少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却に

よっています。

(ハ）少額減価償却資産

同左

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいています。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左　

 ③　リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっています。

③　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しています。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。

（3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社および国内連結子会社は一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しています。また、在外連結

子会社は主として特定の債権について

回収不能見込額を計上しています。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

当社および国内連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してい

ます。

　　（追加情報）　

当社の従業員に対する賞与について、

当連結会計年度より支給対象期間が変

更され、当連結会計年度分の賞与支給

見込額を当連結会計年度の負担額とし

て計上しています。

これにより売上原価が82百万円および

販売費及び一般管理費が42百万円それ

ぞれ増加し、営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益がそれぞれ

125百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しています。　

②　賞与引当金

当社および国内連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してい

ます。

 ③　退職給付引当金

当社および国内連結子会社において、

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上し

ています。

③　退職給付引当金

同左

 ④　役員退職慰労引当金

当社および国内連結子会社の一部にお

いて、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を

計上しています。

④　役員退職慰労引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。なお、在外子会

社等の資産および負債ならびに収益および

費用は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定および少数株主持分に含

めています。

同左

（5）重要なヘッジ会計の方

法

────── ①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　・ヘッジ手段　通貨オプション取引

　・ヘッジ対象　原材料輸入による

　　　　　　　　外貨建買入債務および　　　　

　　　　　　　　外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

　　通貨オプション取引は、輸入仕入に係る

為替変動リスクをヘッジする目的で

外貨建予定取引の決済に必要な範囲

内で行っています。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し両社の変動

額を基礎にして行っています。

　　なお、高い有効性があるとみなされる場

合については、有効性の評価を省略し

ています。

（6）のれんの償却方法およ

び償却期間

──────

　

　　のれんの償却については、発生原因に応

じて20年以内での均等償却を行ってい

ます。ただし、金額が僅少なのれんにつ

いては一括償却しています。

（7）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

──────

　

　　手許現金、要求払預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっています。

（8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっています。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっています。

──────

６．のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項

のれんおよび負ののれんの償却について

は、発生原因に応じて20年以内での均等償

却を行っています。ただし、金額が僅少なの

れんおよび負ののれんについては一括償却

しています。

──────

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

います。

──────
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してい

ます。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ17百万円減少

し、税金等調整前当期純利益は、30百万円減少しています。

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （連結損益計算書）

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示しています。

２．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示していました「補助金収入」は、当連結会計年度にお

いて、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。

　なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれ

る「補助金収入」は７百万円です。

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ています。ただし、「その他の包括利益累計額」および「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合計」の

金額を記載しています。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※　　非連結子会社および関連会社に係る注記 ※　　非連結子会社および関連会社に係る注記

各科目に含まれている非連結子会社および関連会社

に対するものは次のとおりです。

各科目に含まれている関連会社に対するものは次の

とおりです。

投資有価証券 659百万円 投資有価証券 398百万円

　 　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりです。

給料及び手当 455百万円

賞与引当金繰入額 52百万円

退職給付費用 5百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円

研究開発費 1,804百万円

給料及び手当 495百万円

賞与引当金繰入額 45百万円

貸倒引当金繰入額 76百万円

退職給付費用 14百万円

役員退職慰労引当金繰入額 93百万円

研究開発費 1,273百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費 ※２　一般管理費に含まれる研究開発費

1,804百万円 1,273百万円

※３　前期損益修正益の内訳は、固定資産計上額の修正24百

万円です。

──────

※４　固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具11百万

円等です。

※４　固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具8百万

円等です。

※５　固定資産廃棄損の内訳は、建物及び構築物24百万円、

機械装置及び運搬具43百万円等です。

※５　固定資産廃棄損の内訳は、建物及び構築物10百万円、

機械装置及び運搬具13百万円等です。

※６　固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具2百万

円等です。

※６　固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具0百万

円です。

※７　期末たな卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ

後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に

含まれています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△17百万円 

※７　期末たな卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ

後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に

含まれています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　134百万円 

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 2,361百万円

少数株主に係る包括利益 12

計 2,374

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11百万円

為替換算調整勘定 30

持分法適用会社に対する持分相当額 32

計 74
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000

合計 12,300,000 － － 12,300,000

自己株式     

普通株式 233 140 － 373

合計 233 140 － 373

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加140株は、単元未満株式の買取りによるものです。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月13日

取締役会
普通株式 233 19 平成21年３月31日平成21年５月27日

平成21年10月28日

取締役会
普通株式 184 15 平成21年９月30日平成21年11月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月18日

取締役会
普通株式 270 利益剰余金 22平成22年３月31日平成22年６月８日

　

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000

合計 12,300,000 － － 12,300,000

自己株式     

普通株式 373 92 － 465

合計 373 92 － 465

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加92株は、単元未満株式の買取りによるものです。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月18日

取締役会
普通株式 270 22 平成22年３月31日平成22年６月８日

平成22年10月27日

取締役会
普通株式 209 17 平成22年９月30日平成22年11月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月17日

取締役会
普通株式 258 利益剰余金 21平成23年３月31日平成23年６月２日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在) (平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 5,354百万円

預入期間が３カ月を超える

定期預金
△70百万円

現金及び現金同等物 5,284百万円

現金及び預金勘定 6,506百万円

預入期間が３カ月を超える

定期預金
△80百万円

現金及び現金同等物 6,426百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引 

　①所有権移転ファイナンス・リース取引 

　　該当事項はありません。

　②所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　a.平成20年４月１日以後に開始した取引

　　　該当事項はありません。

　　b.平成20年３月31日以前に開始した取引（通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の）

１．ファイナンス・リース取引 

　①所有権移転ファイナンス・リース取引

同左

　②所有権移転外ファイナンス・リース取引　

　　　平成20年３月31日以前に開始した取引（通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっているもの）

 　（借手側）  　（借手側）

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運搬具 282 229 52

その他

(工具器具及び備品)
180 100 79

合計 462 330 132

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運搬具 28 21 6

その他

(工具器具及び備品)
176 120 56

合計 205 142 63

（注）なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高などに占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。

（注）　　　　　　　　　同左

 (2)未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

 (2)未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 97百万円

 １年超 98百万円

合計 196百万円

 １年以内 59百万円

 １年超 39百万円

合計 98百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高などに占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。

（注）　　　　　　　　　同左

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額および減損損失

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額および減損損失

  支払リース料 147百万円

  減価償却費相当額 116百万円

  支払リース料 87百万円

  減価償却費相当額 54百万円

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。

同左

 （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について）

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

   （貸手側）    （貸手側）

   (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額および期末残高

   (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額および期末残高

 
取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

その他

(工具器具及び備品)
280 179 101

 
取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

その他

(工具器具及び備品)
246 164 82

   (2)未経過リース料期末残高相当額    (2)未経過リース料期末残高相当額

  １年以内 95百万円

  １年超 94百万円

  合計 189百万円

  １年以内 79百万円

  １年超 40百万円

  合計 120百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高および見積残存価額の残高の合計額が、営

業債権の期末残高などに占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定しています。

（注）　　　　　　　　同左

   (3)受取リース料および減価償却費    (3)受取リース料および減価償却費

  受取リース料 96百万円

  減価償却費 37百万円

  受取リース料 96百万円

  減価償却費 39百万円

   （減損損失について）

   リース資産に配分された減損損失はありません。

   （減損損失について）

   リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

   （借手側）    （借手側）

  　未経過リース料   　未経過リース料

  １年以内 23百万円

  １年超 137百万円

  合計 161百万円

  １年以内 25百万円

  １年超 111百万円

  合計 137百万円
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（金融商品関係）

 　　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　１．金融商品の状況に関する事項

　（1）金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、設備投資計画に照らして必要な資金を主に銀行借り入れによって調達しています。デリバティブは

リスク回避としてのみ利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

　（2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループ

の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度ごとに

把握する体制としています。

　　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、総資産

の規模に対して軽微なものであるため、市場価格の変動による損益への影響は限定的です。

　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。

　　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。

大部分の長期借入金について固定金利での利息の支払いを行っており、支払い金利の変動によるリスクの回避を

行っています。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従っており、また、デリバティブの利用に

あたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っています。

　

　２．金融商品の時価に関する事項

　　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　
　

連結貸借対照表計上額
(＊）

　
時価
(＊)

差額 　

（1）現金及び預金 5,354 5,354 － 　
（2）受取手形及び売掛金 5,473 5,473 － 　
（3）投資有価証券
　　　　その他有価証券

74 74 － 　

（4）支払手形及び買掛金 (1,476) (1,476) － 　
（5）短期借入金 (2,998) (2,998) － 　
（6）長期借入金 (9,390) (9,428) (38) 　

　　（*）負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
　
　（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
　
　　（1）現金及び預金、ならびに（2）受取手形及び売掛金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　　（3）投資有価証券

　　　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっています。

　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項は、注記事項「有価証券関係」をご参　

　　照下さい。

　（4）支払手形及び買掛金、ならびに（5）短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。　
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　　（6）長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

　　算定する方法によっています。なお、独立行政法人科学技術振興機構からの借入額632百万円については、将来キ

　　ャッシュフローを合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6)長

　　期借入金」には含めていません。

　

　（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額666百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含

めていません。

　

　（注3）金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
1年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円）

10年超
(百万円)

　
　

現金及び預金 5,354 － － － 　
受取手形及び売掛金 5,473 － － － 　

合計 10,828 － － － 　

　

　（注4）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　　   連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

　（追加情報）

　　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）および「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しています。
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 　　当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、設備投資計画に照らして必要な資金を主に銀行借り入れによって調達しています。デリバティブはリ

スク回避としてのみ利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの

与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握

する体制としています。

　　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、総資産の

規模に対して軽微なものであるため、市場価格の変動による損益への影響は限定的です。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。

　　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。大

部分の長期借入金について固定金利での利息の支払いを行っており、支払い金利の変動によるリスクの回避を行って

います。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従っており、また、デリバティブの利用にあ

たっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っています。

　

　２．金融商品の時価に関する事項

　　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　
 

連結貸借対照表計上額
(＊)

　
時価
(＊)

差額

（1）現金及び預金 6,506 6,506 －
（2）受取手形及び売掛金 6,797 6,797 －
（3）投資有価証券
　　 　 その他有価証券 55 55 －

（4）支払手形及び買掛金 (1,737) (1,737) －
（5）短期借入金 (2,509) (2,509) －
（6）長期借入金 (10,054) (10,122) (67)
（7）デリバティブ取引 　 　 　

　 ①ヘッジ会計が適用されていないもの (237) (237) －
　 ②ヘッジ会計が適用されているもの (16) (16) －

　　（*）負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
　
　（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
　
　　（1）現金及び預金、ならびに（2）受取手形及び売掛金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　　（3）投資有価証券

　　　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっています。

　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項は、注記事項「有価証券関係」をご参

　　照下さい。

　（4）支払手形及び買掛金、ならびに（5）短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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　　（6）長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

　　算定する方法によっています。なお、独立行政法人科学技術振興機構からの借入額846百万円については、将来キ

　　ャッシュフローを合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（6）

　　長期借入金」には含めていません。

 （7）デリバティブ取引

　　　これに関する事項は、「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

　（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額405百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含

めていません。

　

　（注3）金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
1年以内
(百万円)　

１年超
５年以内
(百万円)　

５年超
10年以内
(百万円）　

10年超
(百万円)　

　
　

現金及び預金　 　　　　6,492 － － － 　
受取手形及び売掛金　 　　　　6,797 － － － 　

合計 　　 　13,289 － － － 　

　

　（注4）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

       連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

51/94



（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

　

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
　計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 72 50 22
(2）債券 － － －
(3）その他 － － －

小計 72 50 22

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 2 2 △0
(2）債券 － － －
(3）その他 － － －

小計 2 2 △0
合計 74 52 22

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　666百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）
(1）株式 1,479 805 －
(2）債券 － － －
(3）その他 － － －

　　　合計 1,479 805 －

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、有価証券について13百万円（その他有価証券の株式13百万円）減損処理を行って

います。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っています。
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当連結会計年度（平成23年３月31日）

　

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
　計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 48 42 5
(2）債券 － － －
(3）その他 － － －

小計 48 42 5

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 6 11 △5
(2）債券 － － －
(3）その他 － － －

小計 6 11 △5
合計 55 54 0

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　405百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、有価証券について5百万円（その他有価証券の株式5百万円）減損処理を行ってい

ます。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っています。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成23年３月31日)

　

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　　金利関連

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引 金利スワップ取引 6,030 6,030 △237 △237

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超

（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法
通貨オプション取引

　米ドル

原材料輸入による外

貨建買入債務および

外貨建予定取引

3,959 － △16

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

53/94



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しています。

　なお、当社は昭和39年４月より退職給与の50％を適格退職年金制度に移行しています。

２．退職給付債務およびその内訳

 
前連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成23年３月31日現在）

(1）退職給付債務 △930百万円 △989百万円

(2）年金資産 237百万円 264百万円

(3）退職給付引当金(1)＋(2) △693百万円 △724百万円

３．退職給付費用およびその内訳

 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(1）勤務費用等（純額） 83百万円 76百万円

退職給付費用 83百万円 76百万円

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）   

未払事業税否認 89百万円

未実現利益 100百万円

役員退職慰労引当金否認 137百万円

退職給付引当金限度超過額 279百万円

会員権評価損否認 19百万円

賞与引当金否認 100百万円

棚卸資産評価減 14百万円

減価償却費限度超過額 58百万円

繰越欠損金 105
百万円

　

その他 30百万円

繰延税金資産　小計 935百万円

評価性引当額 △228百万円

繰延税金資産　合計 706百万円

（繰延税金負債）   

在外関係会社の留保利益 △78百万円

その他有価証券評価差額金 △7百万円

繰延税金負債　合計 △85百万円

繰延税金資産の純額 620百万円

（繰延税金資産）   

未払事業税 74百万円

未実現利益 110百万円

役員退職慰労引当金 171百万円

退職給付引当金 294百万円

会員権評価損 19百万円

賞与引当金 115百万円

棚卸資産評価損 65百万円

減価償却費 75百万円

繰越欠損金 312
百万円

　

その他 85百万円

繰延税金資産　小計 1,324百万円

評価性引当額 △471百万円

繰延税金資産　合計 852百万円

（繰延税金負債）   

在外関係会社の留保利益 △43百万円

その他有価証券評価差額金 　 △2百万円

資産除去債務 △17百万円

繰延税金負債　合計 △63百万円

繰延税金資産の純額 788百万円

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれています。

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれています。

流動資産－繰延税金資産 218百万円

固定資産－繰延税金資産 402百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円

固定負債－繰延税金負債 －百万円

流動資産－繰延税金資産 299百万円

固定資産－繰延税金資産 489百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円

固定負債－繰延税金負債 －百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.1％

住民税均等割 0.4％

試験研究費の特別控除等 △6.0％

持分法利益 △2.2％

連結子会社軽減税率 △3.4％

評価性引当額の増減  △1.1％

関係会社の留保利益 1.4％

更正による納付税額等 0.6
％

　

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.8％

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。
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（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成23年３月31日）

　

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　　工場設備用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。

　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　　使用見込期間を取得から20年～35年と見積り、割引率は2.140％～2.875％を使用して資産除去債務の

　　金額を計算しています。

　

ハ　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　

　　 期首残高（注）   　　118百万円　

     時の経過による調整額　         3百万円　

　   期末残高 　　　121百万円　

　

　　　（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

　　　　　　日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

　　　　　　年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高です。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 
高純度
薬品事業
（百万円）

運輸事業
(百万円)

 
メディカル
事業

（百万円）
 

コスメ
ティック 
事業

(百万円）

その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高および営業

損益
        

売上高         

（1）外部顧客に対す

る売上高
19,2574,055 － 58 200 23,572 － 23,572

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

0 2,606 － － 138 2,745(2,745) －

計 19,2586,661 － 58 338 26,317(2,745)23,572

営業費用 15,4416,067 1,370 423 465 23,767(2,746)21,021

営業利益又は損失

(△)
3,816 593 △1,370 △364 △126 2,549 0 2,550

Ⅱ．資産、減価償却費

および資本的支出
        

資産 28,2557,425 989 58 1,21837,948(1,268)36,679

減価償却費 1,758 687 10 0 47 2,504 － 2,504

資本的支出 2,384 376 12 33 7 2,814 － 2,814

　（注）１．事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮して区分しています。

２．各事業の主な内容

（1）高純度薬品事業…高純度薬品の製造、販売

（2）運輸事業…………化学薬品等の輸送、保管、通関業務など

（3）メディカル事業………医薬品研究

（4）コスメティック事業…化粧品販売

（5）その他事業……………保険代理、自動車整備、食品販売、蓄光製品の製造販売

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は67百万円であり、主なものは当社での長期投資資金(投

資有価証券および会員権)です。

４．追加情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(3)に記載のとおり、当社の従業員に対する賞与

について、当連結会計年度より支給対象期間が変更され、当連結会計年度分の賞与支給見込額を当連結会計

年度の負担額として計上しています。この変更にともない、支給対象期間変更前と比べて、営業利益が高純度

薬品事業で125百万円減少しています。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

 
日本

（百万円）
アジア諸国
(百万円)

計
（百万円）

消去又は全社
(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高および営業損益      

売上高      

（1）外部顧客に対する売上高 22,609 962 23,572 － 23,572

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
601 3,969 4,570 (4,570) －

計 23,210 4,932 28,142 (4,570) 23,572

営業費用 21,194 4,378 25,572 (4,550) 21,021

営業利益 2,015 554 2,570 (19) 2,550

Ⅱ．資産 32,815 4,616 37,431 (752) 36,679

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。

２．区分に属する国または地域

アジア諸国…………シンガポール、中国

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は67百万円で、主なものは当社での長期投資資金(投資有

価証券および会員権)です。

４．追加情報

    　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(3)に記載のとおり、当社の従業員に対する賞与

について、当連結会計年度より支給対象期間が変更され、当連結会計年度分の賞与支給見込額を当連結会計

年度の負担額として計上しています。この変更にともない、支給対象期間変更前と比べて、営業利益が日本で

125百万円減少しています。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 アジア諸国 北米 欧州諸国 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 8,345 539 126 1 9,014

Ⅱ．連結売上高（百万円）     23,572

Ⅲ．海外売上高の連結売上高

に占める割合（％）
35.4 2.3 0.5 0.0 38.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。

２．各区分に属する主な国または地域

（1）アジア諸国…………韓国、台湾、中国、マレーシア、香港、タイ、シンガポール他

（2）北米…………………米国

（3）欧州諸国……………ドイツ、イギリス他

（4）その他の地域………オーストラリア

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は、取締役会、経営会議において、当社グループ全体を包括的に把握し、各子会社ごとの報告を基礎と

した各事業別の戦略を立案し、事業活動を展開しています。　

　したがって、当社は、事業別のセグメントから構成されており、「高純度薬品事業」、「運輸事業」、「メ

ディカル事業」および「コスメティック事業」の４つを報告セグメントとしています。

　「高純度薬品事業」は、高純度薬品の製造、販売を行っています。「運輸事業」は、化学薬品等の輸送、保

管および通関業務などを行っています。「メディカル事業」は、医薬品の研究を行っています。「コスメ

ティック事業」は、化粧品販売を行っています。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一です。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

　セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいています。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　(単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計高純度
薬品　

運輸 メディカル
コスメ
ティック

計

売上高        

外部顧客への

売上高
19,257 4,055 － 58 23,371 200 23,572

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

0 2,606 － － 2,606 138 2,745

計 19,258 6,661 － 58 25,978 338 26,317

セグメント利益

又は損失（△）
3,816 593 △1,370 △364 2,675 △126 2,549

セグメント資産 28,255 7,425 989 58 36,729 1,218 37,948

その他の項目        

減価償却費 1,758 687 10 0 2,456 10 2,467

のれんの償却額 － － － － － 37 37

持分法適用会社への

投資額
150 － － － 150 － 150

有形固定資産および

無形固定資産の　

増加額

2,384 376 12 33 2,807 7 2,814

（注）「その他」には、当社が行っている保険代理事業、自動車整備事業、アグリ事業およびムーンライト事

業（蓄光製品の製造販売）を含んでいます。
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）

(単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計高純度
薬品　

運輸 メディカル
コスメ
ティック

計

売上高        

外部顧客への

売上高
23,634 4,275 － 101 28,012 308 28,320

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

31 2,826 － － 2,858 175 3,033

計 23,666 7,102 － 101 30,870 484 31,354

セグメント利益

又は損失（△）
4,498 626 △716 △346 4,061 △589 3,472

セグメント資産 30,858 7,371 1,363 59 39,654 949 40,603

その他の項目        

減価償却費 1,922 631 11 8 2,574 30 2,604

のれんの償却額 － － － － － 151 151

持分法適用会社への

投資額
150 － － － 150 － 150

有形固定資産および

無形固定資産の　

増加額

2,928 314 7 9 3,259 44 3,303

（注）「その他」には、当社が行っている保険代理事業、自動車整備事業、EMS事業（エネルギー管理システム

の開発）およびムーンライト事業（蓄光製品の製造販売）を含んでいます。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額および当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

(単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 25,978 30,870

「その他」の区分の売上高 338 484

セグメント間取引消去 △2,745 △3,033

連結財務諸表の売上高 23,572 28,320

　

(単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,675 4,061

「その他」の区分の利益 △126 △589

セグメント間取引消去 0 11

連結財務諸表の営業利益 2,550 3,483
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(単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 36,729 39,654

「その他」の区分の資産 1,218 949

全社資産（注） 67 50

その他の調整額 △1,336 △937

連結財務諸表の資産合計 36,679 39,717

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない当社の長期投資資金（投資有価証券および会員権）です。

　

【関連情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．製品およびサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

(単位：百万円）

日本 韓国
アジア
(その他)　

北米　 欧州　 その他 合計

16,854 　　　　 6,133 4,499 573 249 10 28,320 　　

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しています。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名
丸善薬品産業株式会社 6,263 　　 高純度薬品

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

(単位：百万円）

 
高純度
薬品　

運輸 メディカル
コスメ
ティック

その他(注)全社・消去 合計

当期末残高 － － － － 535 － 535

（注）１．「その他」には、当社が行っている保険代理事業、自動車整備事業、EMS事業（エネルギー管理システムの

開発）およびムーンライト事業（蓄光製品の製造販売）を含んでいます。

　　　２．のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しています。　

　

【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）
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関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社の非連結子会社および関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万Ｗ）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社
フェクト

株式会社

韓国忠清南

道公州市
3,200

高純度薬品

の製造・販

売

(所有)

直接　39

当社製品の

販売

役員の兼任

当社製品

の販売
3,429売掛金 312

　（注）１．製品の販売は、主に丸善薬品産業㈱を経由しています。

２．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（取引条件および取引条件の決定方針等）

製品の販売については、市場価格からフェクト株式会社での製造・小分け等加工賃を差し引いて決定してい

ます。

　

　当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

 

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社の非連結子会社および関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万Ｗ）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社
フェクト

株式会社

韓国忠清南

道公州市
3,200

高純度薬品

の製造・販

売

(所有)

直接　39

当社製品の

販売

役員の兼任

当社製品

の販売
4,524売掛金 482

　（注）１．製品の販売は、主に丸善薬品産業㈱を経由しています。

２．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（取引条件および取引条件の決定方針等）

製品の販売については、市場価格からフェクト株式会社での製造・小分け等加工賃を差し引いて決定してい

ます。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額        1,400円23銭

１株当たり当期純利益金額        186円32銭

１株当たり純資産額        1,488円67銭

１株当たり当期純利益金額        147円36銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在していないため記載していません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在していないため記載していません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

当連結会計年度末
（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 17,603 18,615

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
381 305

　（うち少数株主持分） (381) (305)

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
17,222 18,309

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
12,299 12,299

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,291 1,812

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,291 1,812

期中平均株式数（千株） 12,299 12,299

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,998 2,509 0.85 －

１年内返済予定の長期借入金 2,786 3,504 1.34 －

１年内返済予定のリース債務 － 2 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,236 7,396 1.18平成25年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 8 － －

その他有利子負債 － － － －

計 13,022 13,421 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。

　　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分し

ているため、記載していません。

３．長期借入金およびリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,405 1,852 824 466

リース債務 2 2 2 2

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債および純資産の合計額の

100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略しています。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（百万円） 6,858　 6,963　 7,041　 7,457　

税金等調整前四半期純利益金

額（百万円）
961　 647　 762　 748　

四半期純利益金額（百万円） 631　 462　 352　 365　

１株当たり四半期純利益金額

（円）
51.36　 37.64　 28.63　 29.73　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,957 4,936

受取手形 519 419

売掛金 4,112 5,142

商品及び製品 709 1,006

仕掛品 679 740

原材料及び貯蔵品 405 311

前払費用 43 56

繰延税金資産 143 197

その他 154 221

貸倒引当金 △7 △8

流動資産合計 10,719 13,024

固定資産

有形固定資産

建物 6,723 6,724

減価償却累計額 △3,538 △3,770

建物（純額） 3,184 2,954

構築物 2,800 2,904

減価償却累計額 △1,982 △2,171

構築物（純額） 817 733

機械及び装置 16,623 16,987

減価償却累計額 △12,028 △12,681

機械及び装置（純額） 4,594 4,305

車両運搬具 92 93

減価償却累計額 △83 △79

車両運搬具（純額） 8 14

工具、器具及び備品 2,109 2,187

減価償却累計額 △1,879 △1,951

工具、器具及び備品（純額） 230 235

土地 2,600 2,600

リース資産 303 400

減価償却累計額 △66 △126

リース資産（純額） 237 273

建設仮勘定 1,313 3,128

有形固定資産合計 12,986 14,246

無形固定資産

ソフトウエア 13 13

その他 7 7

無形固定資産合計 21 20
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 62 45

関係会社株式 2,354 2,274

関係会社長期貸付金 1,144 1,277

長期前払費用 － 8

会員権 5 5

繰延税金資産 330 450

その他 80 121

貸倒引当金 △1 △624

投資その他の資産合計 3,975 3,559

固定資産合計 16,983 17,826

資産合計 27,702 30,851

負債の部

流動負債

支払手形 617 668

買掛金 ※2
 862

※2
 1,123

1年内返済予定の長期借入金 1,780 2,380

リース債務 49 63

未払金 554 843

未払費用 220 134

未払法人税等 860 732

未払消費税等 191 133

預り金 17 14

設備関係支払手形 858 1,461

賞与引当金 125 144

デリバティブ債務 － 16

流動負債合計 6,137 7,718

固定負債

長期借入金 4,325 4,645

リース債務 187 209

長期未払金 ※2
 789

※2
 849

退職給付引当金 592 604

役員退職慰労引当金 301 391

資産除去債務 － 8

その他 24 261

固定負債合計 6,220 6,969

負債合計 ※2
 12,357

※2
 14,687
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,180 3,180

資本剰余金

資本準備金 3,288 3,288

資本剰余金合計 3,288 3,288

利益剰余金

利益準備金 205 205

その他利益剰余金

別途積立金 7,300 7,900

繰越利益剰余金 1,362 1,598

利益剰余金合計 8,867 9,703

自己株式 △1 △1

株主資本合計 15,335 16,171

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9 2

繰延ヘッジ損益 － △9

評価・換算差額等合計 9 △7

純資産合計 15,344 16,163

負債純資産合計 27,702 30,851
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 ※1
 17,024

※1
 20,045

商品売上高 1,186 1,406

売上高合計 18,210 21,452

売上原価

製品期首たな卸高 920 615

商品期首たな卸高 137 93

当期製品製造原価 ※1
 10,183

※1
 12,682

当期商品仕入高 ※1
 1,019 1,150

合計 12,261 14,541

製品期末たな卸高 ※7
 615

※7
 887

商品期末たな卸高 93 118

売上原価合計 11,552 13,535

売上総利益 6,658 7,916

販売費及び一般管理費 ※1, ※2, ※3
 5,174

※2, ※3
 4,959

営業利益 1,484 2,957

営業外収益

受取利息 13 12

受取配当金 ※1
 32

※1
 270

受取賃貸料 ※1
 76

※1
 75

受取ロイヤリティー － ※1
 85

その他 47 51

営業外収益合計 169 496

営業外費用

支払利息 99 81

為替差損 98 107

賃貸収入原価 24 22

デリバティブ評価損 － 237

貸倒引当金繰入額 － 624

その他 0 0

営業外費用合計 222 1,073

経常利益 1,431 2,380

特別利益

前期損益修正益 ※4
 24 －

固定資産売却益 ※5
 0

※5
 0

貸倒引当金戻入額 － 0

投資有価証券売却益 805 －

特別利益合計 829 0
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別損失

固定資産廃棄損 ※6
 51

※6
 17

投資有価証券評価損 6 5

関係会社株式評価損 － 99

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

その他 1 －

特別損失合計 59 128

税引前当期純利益 2,201 2,252

法人税、住民税及び事業税 770 1,099

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

118 －

法人税等調整額 △178 △163

法人税等合計 710 936

当期純利益 1,491 1,315
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  5,448 54.0 7,510 58.9

Ⅱ　労務費 ※１ 1,113 11.1 1,232 9.7
Ⅲ　経費 ※２ 3,521 34.9 4,000 31.4

当期総製造費用  10,082 100.0 12,743 100.0

期首仕掛品たな卸高  781 679 

合計  10,863 13,423 

期末仕掛品たな卸高  679 740 

当期製品製造原価 ※３ 10,183 12,682 

      

 （注）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　労務費の主な内訳は、次のとおりです。 ※１　労務費の主な内訳は、次のとおりです。

給与及び手当 601百万円

賞与 209百万円

法定福利費 120百万円

給与及び手当 766百万円

賞与 157百万円

法定福利費 140百万円

※２　経費の主な内訳は、次のとおりです。 ※２　経費の主な内訳は、次のとおりです。

減価償却費 1,369百万円

修繕費 457百万円

容器包装費 273百万円

業務委託費 396百万円

減価償却費 1,478百万円

修繕費 543百万円

容器包装費 321百万円

業務委託費 468百万円

※３　原価計算の方法 ※３　原価計算の方法

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計

算を採用しています。

同左

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

70/94



③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,180 3,180

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,180 3,180

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,288 3,288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,288 3,288

資本剰余金合計

前期末残高 3,288 3,288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,288 3,288

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 205 205

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 205 205

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 7,300 7,300

当期変動額

別途積立金の積立 － 600

当期変動額合計 － 600

当期末残高 7,300 7,900

繰越利益剰余金

前期末残高 289 1,362

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 1,491 1,315

別途積立金の積立 － △600

当期変動額合計 1,072 235

当期末残高 1,362 1,598

利益剰余金合計

前期末残高 7,794 8,867

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 1,491 1,315

当期変動額合計 1,072 835

当期末残高 8,867 9,703
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △0 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

前期末残高 14,263 15,335

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 1,491 1,315

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,072 835

当期末残高 15,335 16,171

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1 9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 △7

当期変動額合計 8 △7

当期末残高 9 2

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △9

当期変動額合計 － △9

当期末残高 － △9

評価・換算差額等合計

前期末残高 1 9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 △16

当期変動額合計 8 △16

当期末残高 9 △7

純資産合計

前期末残高 14,264 15,344

当期変動額

剰余金の配当 △418 △479

当期純利益 1,491 1,315

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △16

当期変動額合計 1,080 818

当期末残高 15,344 16,163
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　　該当事項はありません。

【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準およ

び評価方法

（1）子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっていま

す。

（1）子会社株式および関連会社株式

同左

 （2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法によっています。

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)　

（2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法によってい

ます。

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

および評価方法

────── 時価法によっています。

３．たな卸資産の評価基準お

よび評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しています。

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

機械及び装置

定額法によっています。

なお、主な耐用年数は８年です。 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

機械及び装置

同左 

 その他の有形固定資産

定率法によっています。

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　建物　　　　10～40年　

その他の有形固定資産

同左

 少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却に

よっています。

少額減価償却資産

同左

 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいています。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

  (3) リース資産

　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しています。

  　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。　

 (3) リース資産

同左

５．外貨建の資産および負債

の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。

同左

６．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しています。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しています。

（追加情報）　

従業員に対する賞与について、当事業

年度より支給対象期間が変更され、当

事業年度分の賞与支給見込額を当事業

年度の負担額として計上しています。

これにより売上原価が82百万円および

販売費及び一般管理費が42百万円それ

ぞれ増加し、営業利益、経常利益および

税引前当期純利益がそれぞれ125百万

円減少しています。　

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しています。

　　

 （3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

（3）退職給付引当金

同左

 （4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しています。

（4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法 ──────　 （1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

　 　 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

通貨オプション取引　

　 　 ・ヘッジ対象

原材料輸入による外貨建買入債務

および外貨建予定取引　

　 　 （3）ヘッジ方針

通貨オプション取引は、輸入仕入に係

る為替変動リスクをヘッジする目的で

外貨建予定取引の決済に必要な範囲内

で行っています。

　 　 （4）ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し両社の変動

額を基礎にして行っています。

なお、高い有効性があるとみなされる

場合については、有効性の評価を省略

しています。

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっています。

消費税等の会計処理

同左

　

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）および「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用していま

す。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ1百万円、税

引前当期純利益は6百万円減少しています。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

　１　関係会社の金融機関等からの借入金に対して次のとお

り債務保証を行っています。

　１　関係会社の金融機関等からの借入金に対して次のとお

り債務保証を行っています。

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 1,400百万円 STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 1,177百万円

ステラファーマ㈱ 732百万円 ステラファーマ㈱ 1,016百万円

　 　

※２　関係会社に係る注記　　　　　　 ※２　関係会社に係る注記　　　　　　

各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりです。

各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりです。

買掛金 469百万円

長期未払金 789百万円

買掛金 672百万円

長期未払金 849百万円

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額は　

639百万円です。

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額は　

552百万円です。

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※1　関係会社に係る注記 ※1　関係会社に係る注記

各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりです。

各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりです。

売上高 3,646百万円

営業外収益・受取賃貸料 65百万円

営業外収益・受取配当金 20百万円

なお、売上原価と販売費及び一般管理費の中には、関

係会社との取引に係るものが　3,564百万円含まれて

います。

売上高 4,815百万円

原材料仕入高 4,814百万円

営業外収益・受取賃貸料 65百万円

営業外収益・受取配当金 269百万円

営業外収益・受取ロイヤリティー 85百万円

　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は43％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は57％です。

主要な費目および金額は次のとおりです。

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は45％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は55％です。

主要な費目および金額は次のとおりです。

荷造運搬費 1,776百万円

広告宣伝費 314百万円

給料及び手当 272百万円

賞与引当金繰入額 42百万円

役員退職慰労引当金繰入額 38百万円

研究開発費 1,813百万円

減価償却費 18百万円

荷造運搬費 1,818百万円

広告宣伝費 252百万円

給料及び手当 248百万円

賞与引当金繰入額 28百万円

役員退職慰労引当金繰入額 89百万円

研究開発費 1,291百万円

減価償却費 29百万円

※３　研究開発費の総額 ※３　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 1,813百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 1,291百万円

※４　前期損益修正益の内訳は、固定資産計上額の修正24百

万円等です。　　　　　

──────

※５　固定資産売却益の内訳は、構築物0百万円等です。　　　　

　

※５　固定資産売却益の内訳は、車両運搬具0百万円等です。

　　　　　

※６　固定資産廃棄損の内訳は、機械及び装置41百万円等で

す。

※６　固定資産廃棄損の内訳は、機械及び装置8百万円、構築

物5百万円等です。

※７　期末たな卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ

後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に

含まれています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△17百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

※７　期末たな卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ

後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に

含まれています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　124百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 233 140 － 373

合計 233 140 － 373

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加140株は、単元未満株式の買取りによるものです。

　

当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 373 92 － 465

合計 373 92 － 465

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加92株は、単元未満株式の買取りによるものです。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　ファイナンス・リース取引

　①所有権移転ファイナンス・リース取引

　　該当事項はありません。

　ファイナンス・リース取引

　①所有権移転ファイナンス・リース取引

同左　　　　

　②所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　a.平成20年４月１日以後に開始した取引 

　　　・リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　　　高純度薬品事業における生産設備（車両運搬具、工具

器具及び備品）です。

　②所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　a.平成20年４月１日以後に開始した取引 

　　　・リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　　　　　　　　　　同左

　　　・リース資産の減価償却の方法

　　　　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりです。

　　　・リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　　　同左　　　

　　b.平成20年3月31日以前に開始した取引（通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の）

　　b.平成20年3月31日以前に開始した取引（通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の）

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両運搬具 189 143 46

工具、器具及び備品 937 624 312

合計 1,127 767 359

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両運搬具 130 91 38

工具、器具及び備品 737 539 198

合計 867 631 236

   (2)未経過リース料期末残高相当額等

        未経過リース料期末残高相当額

   (2)未経過リース料期末残高相当額等

        未経過リース料期末残高相当額

１年以内 235百万円

１年超 263百万円

合計 498百万円

１年以内 178百万円

１年超 155百万円

合計 333百万円

   (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額および減損損失

   (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額および減損損失

　支払リース料 346百万円

　減価償却費相当額 173百万円

　支払利息相当額 128百万円

　支払リース料 270百万円

　減価償却費相当額 141百万円

　支払利息相当額 84百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。

同左

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっています。

同左

 (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損損失はありません。

 (減損損失について) 

　　　　　　　　　　　　同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社2,204百万円、関連会社株式150百万円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。

当事業年度（平成23年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社2,124百万円、関連会社株式150百万円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価減 14百万円

退職給付引当金否認 241百万円

役員退職慰労引当金否認 122百万円

未払事業税否認 71百万円

会員権評価損否認 19百万円

賞与引当金否認 50百万円

有価証券評価減 17百万円

減価償却超過額 58百万円

その他 6百万円

繰延税金資産　小計 603百万円

評価性引当額 △122　百万円

繰延税金資産　合計 480百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △6百万円

繰延税金負債　合計 △6百万円

繰延税金資産の純額 473百万円

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価損 65百万円

退職給付引当金 245百万円

役員退職慰労引当金 159百万円

未払事業税 59百万円

会員権評価損 19百万円

賞与引当金 58百万円

有価証券評価損 60百万円

減価償却費 50百万円

貸倒引当金 257百万円

その他 17百万円

繰延税金資産　小計 993百万円

評価性引当額 △342　百万円

繰延税金資産　合計 651百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △1百万円

資産除去債務 △1百万円

繰延税金負債　合計 △2百万円

繰延税金資産の純額 648百万円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.1％

住民税均等割 0.5％ 

評価性引当額の増減 △1.0％ 

更正による納付税額等 1.0％ 

試験研究費の特別控除等 △9.0％ 

外国税額控除 △0.1％ 

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.3％

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しています。

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務に関しては、金額的に重要性が乏しいため記載を省略しています。　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額        1,247円59銭

１株当たり当期純利益金額        121円23銭

１株当たり純資産額        1,314円17銭

１株当たり当期純利益金額        106円97銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在していないため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在していないため記載していません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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前事業年度末

（平成22年３月31日）
当事業年度末

（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円）  15,344  16,163

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
15,344 16,163

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
12,299 12,299

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 1,491 1,315

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,491 1,315

期中平均株式数（千株） 12,299 12,299

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ています。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 6,723 91 90 6,724  3,770 274 2,954

構築物 2,800 122 17 2,904 2,171 200 733

機械及び装置 16,623 637 273 16,98712,681 918 4,305

車両運搬具 92 15 14 93 79 7 14

工具器具及び備品 2,109 114 36 2,187 1,951 107 235

土地 2,600 － － 2,600 － －  2,600

リース資産 303 96 －  400 126 60  273

建設仮勘定 1,313 2,883 1,068 3,128 － －  3,128

有形固定資産計 32,565 3,962 1,500 35,02720,781 1,568 14,246

無形固定資産        

ソフトウェア 17 3 － 21 8 4 13

その他 10 － － 10 3 0 7

無形固定資産計 28 3 － 31 11 4 20

長期前払費用 － 8 － 8 － － 8

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

機械及び装置 泉工場LiPF6製造設備関連 392百万円

 泉工場フッ化物製造設備関連 39百万円

 三宝工場無水フッ化水素酸製造設備関連 78百万円

 三宝工場半導体用高純度フッ化水素酸製造設備関連 73百万円

建設仮勘定 泉工場LiPF6製造設備関連 1,752百万円
　 本社ホウ素中性子補足療法システム設備関連 403百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 8 632 － 8 632

賞与引当金 125 144 125 － 144

役員退職慰労引当金 301 89 － － 391

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 5

預金  

当座預金 3,415

普通預金 1,487

別段預金 0

郵便貯金 27

小計 4,931

合計 4,936

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

セイブ化成㈱ 136

大宮化成㈱ 127

東鉱商事㈱ 57

要薬品㈱ 25

菱江化学㈱ 16

その他 56

合計 419

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成23年４月 132

　 　 　５月 112

　 　 　６月 109

　 　 　７月 56

　 　 　８月 9

　      ９月 0

合計 419
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③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

丸善薬品産業㈱ 812

ダイキン工業㈱ 667

三菱化学㈱ 585

富山薬品工業㈱ 320

関東化学㈱ 282

その他 2,474

合計 5,142

(ロ）売掛金の発生および回収ならびに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

 × 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

4,112 22,430 21,400 5,142 80.6 75.3

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれています。

④　商品及び製品

(イ）商品

品名 金額（百万円）

アクア ミスティーク 22

マダム アルバ 17

フッ化アルミニウム 9

ホウフッ化カリウム 8

その他 60

合計 118

(ロ）製品

品名 金額（百万円）

半導体装置用フッ化物（高純度フッ化カルシウム等） 211

半導体・液晶用フッ化水素酸 79

触媒用フッ化物（三フッ化ホウ素等） 53

六フッ化リン酸リチウム 37

フッ化水素酸 34

その他 469

合計 887

EDINET提出書類

ステラケミファ株式会社(E00805)

有価証券報告書

83/94



⑤　仕掛品

品名 金額（百万円）

濃縮ホウ素化合物 237

無水フッ化水素酸 196

半導体・液晶用フッ化水素酸 64

半導体装置用フッ化物（高純度フッ化カルシウム等） 63

六フッ化リン酸リチウム 45

その他 133

合計 740

⑥　原材料及び貯蔵品

(イ）原材料

品名 金額（百万円）

無水フッ化水素酸 50

蛍石 33

五塩化リン 30

ＣＳＮ－Ｓ 19

70％フッ化セシウム溶液 16

その他 82

合計 232

(ロ）貯蔵品

品名 金額（百万円）

包装資材 43

修繕部品 36

合計 79

⑦　関係会社株式

区分 金額（百万円）

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 802

ブルーエキスプレス㈱ 640

浙江瑞星フッ化工業有限公司 361

ステラグリーン㈱ 200

フェクト㈱ 150

ステラファーマ㈱ 100

その他 20

合計 2,274
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⑧　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

北作商事㈱ 103

コダマ樹脂工業㈱ 81

本荘ケミカル㈱ 50

㈲大宮理化製作所 33

岩谷産業㈱ 31

その他 367

合計 668

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成23年４月 174

　 　 　５月 128

　 　 　６月 195

　 　 　７月 131

　 　 　８月 39

合計 668

⑨　買掛金

相手先 金額（百万円）

ブルーエキスプレス㈱ 605

前田化学㈱ 108

北作商事㈱ 58

関東化学㈱ 51

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 48

その他 252

合計 1,123
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      ⑩　長期借入金（１年内に返済予定の長期借入金含む）

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京UFJ銀行 3,395(880)

住友信託銀行㈱ 1,080(440)

㈱みずほ銀行 1,040(440)

㈱りそな銀行 830 (340)

㈱三井住友銀行 680 (280)

合計 7,025(2,380)

 （注）（　）内金額は、内数であり１年以内返済金額であるため、貸借対照表上は流動負債（１年内返済予定の長期借入　

金）として記載しています。

⑪　設備関係支払手形

(イ）相手先別明細

相手先 金額（百万円）

新日鉄エンジニアリング㈱ 472

東洋ハイテック㈱ 385

JOINTエンジニアリング㈱ 243

東興鉛鉄工業㈱ 70

平野整機工業㈱ 58

その他 231

合計 1,461

(ロ）期日別明細

期日別 金額（百万円）

平成23年４月 720

　 　 　５月 219

　 　 　６月 156

　 　 　７月 313

　 　 　８月 51

合計 1,461
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（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座） 

大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座） 

大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料
大阪証券取引所の定める単元株式数当たりの売買委託手数料を買取株式数

で按分した額。

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.stella-chemifa.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

（1）有価証券報告書およびその添付書類ならびに確認書

　事業年度（第67期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月23日近畿財務局長に提出

（2）内部統制報告書およびその添付資料

　平成22年６月23日近畿財務局に提出　

（3）四半期報告書および確認書

（第68期第１四半期）（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月10日近畿財務局長に提出

（第68期第２四半期）（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月12日近畿財務局長に提出

（第68期第３四半期）（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日近畿財務局長に提出

（4）臨時報告書

　平成22年６月29日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書です。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月22日

ステラケミファ株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　 豊 　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　 義則 　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラケミファ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケ

ミファ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ステラケミファ株式会社の平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ステラケミファ株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書および内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成23年６月16日

ステラケミファ株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　 豊 　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　 義則 　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラケミファ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケ

ミファ株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ステラケミファ株式会社の平成23

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ステラケミファ株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書および内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月22日

ステラケミファ株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　 豊　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　 義則  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラケミファ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第67期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケミ

ファ株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成23年６月16日

ステラケミファ株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　 豊　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　 義則  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラケミファ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケミ

ファ株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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